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都市構造再編集中支援事業
都市再生整備計画事業
まちなかウォーカブル推進事業



都市再生整備計画の目標及び計画期間 様式（１）-②

市町村名 地区名 面積 40 ha

令和 30 年度　～ 令和 4 年度 令和 30 年度　～ 令和 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人
R4コーホート

法
R4栗山町人
口ビジョン

％ 平成25年度 令和4年度

人 平成27年度 令和4年度

人 平成27年度 令和4年度

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

区域内施設の利用者数 　新施設による区域内施設利用者数の増加
　ＭＡＲＯＮプラザと既存施設との相乗効果により区域内施設利用
　者数が増加したか、目標3を達成する指標

30,000 41,200

区域内ウォーキング者数 　ウォーキングによる健康の増進
　スマートウエルネスやアクセスルートの整備により健康増進を目
　的としたウォーキング者数が増加したか、目標2を達成する指標

110 116

大目標：栗（マロン）と浪漫（ロマン）が健幸を織りなすコンパクトシティの実現まちなみの再生
　目標１：中心市街地の活性化を支えるまちなか居住の実現(住環境等の改善）
　目標２：高齢者・子ども達にも安心で、歩くことが楽しくなるまちなみ構造と安全な歩行者空間の確保（地域コミュニティの再生）
  目標３：地域の歴史を踏まえ、来訪者とのふれあいを育む魅力的なまちなみ形成（まちなみの再生）

　・栗山町は、北海道の中央部空知総合振興局管内の 南部に位置し、明治21年、宮城県角田藩士泉麟太郎の率いる夕張開墾起業組合員より開拓が始まり、明治23年に角田村と公称された。その後、札幌農学校夕張学田地の設定や華族などが相次いで農場を創
設し、農業生産人口は20,000人を突破した。昭和24年、町制を施行して同時に名称を栗山町と改め、昭和25年には都市計画促進委員会が設置され昭和33年に町の骨格となる都市計画道路が現在とほぼ同様な形で決定され、これに基づき昭和46年には国道234号の
栗山バイパスが整備されている。昭和38年には人口24,500人を超えるピークを迎えたが、それ以降は全国的な農村地域の過疎化の進行と角田炭鉱の閉山などにより、減少の一途をたどり現在では13,000人を割込んでいる。
　・新町地区(JR駅北方向）は札幌・岩見沢方面からの玄関口として、各種計画の重点地区に位置づけられており、市街地全体の活性化及び都市機能の充実を図るものとし、新町地区整備実現を目指した中心市街地基本構想づくりが平成27年から住民・事業者・町の
協働で行われ、かつての賑わいを取り戻す交流拠点、高齢者・子供達が安全・安心に暮らす住環境の改善、コミュニティ維持のための地域ＦＭ局の在り方、ひと・しごとを呼び込む仕掛け等について継続的に議論されてきています。
　・栗山町は早くから福祉政策にも着手しており、道内では唯一の町立「北海道介護福祉学校」を昭和63年に設立し、北海道全域に介護に従事する若者を輩出している。さらに平成27年に道内でいち早く、スマートウエルネス協議会に加入、高齢者の健康と医療・福祉
関連の費用減少を目指した取り組みを進めている。

　・高いポテンシャルを活かすため、インフラ再整備と集合住宅建設等が必要
　・誰にもやさしい歩行・居住空間と地域で支え合うコミュニティの再構築が必要
　・かつて国道沿線であった中心市街地に来訪者を迎え賑わいを取り戻す

①第6次総合計画（平成27年度～平成34年度）
　　「ふるさとは栗山です」を合言葉に誰もが笑顔で、安心して暮らすまちをめざし、①子供たちの笑顔が輝くまち（若者定住対策）、②生涯を自分らしく暮らすまち（健康寿命延伸）、③人と自然が共生するまち（自然環境保全・再生）、④地域の潜在力を活かすまち（産業
活性化対策）の4つを重点プロジェクトとして定め、様々な施策を実施する事により人口減少を抑制し、平成34年の目標人口を12,000人と定めている。
②栗山町人口ビジョン（平成27年）
　　栗山町人口ビジョンでは将来人口を平成52年度10,373人、平成72年度9,304人と想定し、実現のための創生総合戦略の将来方向として「ふるさと意識を高め、若者世代の流出をおさえる」「町内での雇用をつくる」「まちの魅力を高め暮らしの質を追求する」「女性の結
婚率や出生率を高める」「高齢者の健康寿命を延伸し、暮らしの不安を解消する」とし、具体的な施策を定め急激な人口減少の緩和を目指している。
③栗山都市計画マスタープラン（平成26年度～平成56年度）
　　将来都市像を「大地の恵みと人々の営みが織りなす、ほのぼの栗山」とし、サブタイトルとして”ともに築く「にぎわいと安らぎ」のあるコンパクトな都市”と定めている。将来人口は平成22年国調人口13,340人から中間年の平成40年人口を10,050人とし、市街化の抑制
と住民参加による持続可能なまちづくりを目指している。栗山市街地地域の目標では「賑わいと活気のある中心市街地の再生」「良好な住環境の保全と公共・公益施設の充実」とし、住環境方針では「高齢者、障がい者福祉等の充実を目指し、関係施設の適正配置」、
市街地開発等方針では「新町通の拡幅に併せた中心市街地の活性化やまちなか居住など高齢者生活機能の充実」、道路交通方針では「新町通の整備、歩行者ネットワークの形成、快適な歩行者空間の確保」などが示されている。

区域内居住人口 　加速が予測される区域内人口減少の改善 　人口ビジョンによる減少抑制を目指した、目標1を達成する指標 1,120 1,190

都道府県名 北海道 栗山町 栗山町中心市街地地区

計画期間 交付期間 4

住環境の満足度 　交通・コミュニティに関する住民満足度の向上
　事業実施前後で居住満足度が向上したか、目標2を達成する指
標

77.6 82.1



都市再生整備計画の整備方針等 様式（１）-③

計画区域の整備方針

その他

整備方針3：まちなみの再生
　・来訪者の玄関口となる道路や案内板等の整備を行う。
　・駅周辺にある貴重なレンガ倉庫を地域・観光交流センターとして再整備・活用する。

道路：町道菊水通り（基幹／町）
地域生活基盤施設：案内板整備（基幹／町）
既存建造物活用事業：ＭＡＲＯＮプラザ改修整備（基幹／町）
地域創造支援事業：新町通バスシェルター整備（提案／町）
関連事業：3・4・8新町通街路事業（北海道）

○継続的なまちづくり活動について
　　　平成11年から平成23年まで行われた「地域通貨：クリン」は、実際のお金では対象にしにくいものも扱えるのが大きな特徴で、「くりやまエコマネー研究会」のサービスメニューはギブ＆テイクで460種類9千項目にも上り、介護、福祉を中心に、環境、教
育、文化と広がりを見せ、ごみ減量や森づくりなどにこどもや商店街なども含めた住民参加型のまちづくり運動の先駆けとなりました。
　　　その後、行政と一体となった住民参加（Ｈ18：栗山町ハサンベツ里山計画実行委員会）、事業者参加（Ｈ21：NPO法人雨煙別小学校コカ・コーラ環境ハウス）などが進められる中、平成25年には、町民が主体となって「栗山町自治基本条例」が制定さ
れ、情報公開と町民参加を基本とした、栗山町の持続的で豊かなまちづくりの実現を目指してきています。
　　　また、平成17年には中心市街地に位置する新町通り街路整備期成会が発足し、町・商工会議所とも一丸となって中心市街地再生のための構想づくり・啓蒙活動を行っているところです。

○交付期間中の計画の管理、事後評価について
　　広報、ホームページ等で住民に公表していきます。

方針に合致する主要な事業
整備方針1: 住環境等の改善
　・ＪＲ駅周辺や中心飲食街等の利便性向上のため、生活道路の整備改善を行う。

道路：町道中央4線（基幹／町）
道路：町道元町通り（基幹／町）
道路：町道双葉通り（基幹／町）
道路：町道栄町通り（基幹／町）
高質空間形成施設：町道栄町通り（基幹／町）
高質空間形成施設：新町通（基幹／町）
関連事業：若者チャレンジ支援住宅整備事業（町）
関連事業：新婚・子育て定住促進住宅地整備事業（町）
関連事業：町営中央新町団地建替え事業（町）
関連事業：町営中央団地建替え事業（町）

整備方針2：地域コミュニティの再生
　・安心して街なかを散策できる歩行空間や高齢者の健康増進等を目指した道路ネットワークの構築やウォーキングでの健康増進と合わせた健康器具
の設置、公園整備を行う。
　・急速に増加する高齢者世帯の見守りやコミュニティ維持等を兼ねた地域ＦＭ局を整備する。
　・地域コミュニティの再構築のため、高齢者と子供が相互に支え合う事業を地域おこし活動として展開する。

道路：町道中央1号線（基幹／町）
公園：栗山駅南公園（基幹／町）
高質空間形成施設：町道中央15線（基幹／町）
高質空間形成施設：町道中央1線（基幹／町）
地域創造支援事業：スマートウエルネス整備（提案／町）
地域創造支援事業：放送施設整備（提案/町）
関連事業：地域おこし活動推進事業（町）
関連事業：放送施設整備（町）



目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項（都市再生整備計画事業） 様式（１）-④-２

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路 栗山町 直 464ｍ Ｈ30 R3 Ｈ30 R3 303 303 303 303 －

道路 栗山町 直 217ｍ Ｈ30 R1 Ｈ30 R1 66 66 66 66 －

道路 栗山町 直 310ｍ Ｈ30 R2 Ｈ30 R2 80 80 80 80 －

道路 栗山町 直 457ｍ Ｈ30 R3 Ｈ30 R3 145 145 145 145 －

道路 栗山町 直 40ｍ Ｈ30 R2 Ｈ30 R2 87 87 87 87 －

道路 栗山町 直 468ｍ R3 R3 R3 R3 100 100 100 100 －

公園 栗山町 直 6,435㎡ Ｈ30 R2 Ｈ30 R3 46 46 46 46 －

古都保存・緑地保全等事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設 栗山町 直 5基 R4 R4 R4 R4 4 4 4 4 －

高質空間形成施設 栗山町 直 201ｍ R3 R3 R3 R3 13 13 13 13 －

高質空間形成施設 栗山町 直 16基 R3 R3 R3 R3 12 12 12 12 －

高質空間形成施設 栗山町 直 189ｍ R3 R3 R3 R3 36 36 36 36 －

高質空間形成施設 栗山町 直 467ｍ R4 R4 R4 R4 19 19 19 19 －

高次都市施設地域交流センター

観光交流センター

まちおこしセンター

ワーケーション拠点施設

子育て世代活動支援センター

複合交通センター

既存建造物活用事業 栗山町 直 5,134㎡ Ｈ30 R4 Ｈ30 R4 498 498 498 498 －

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備事業

優良建築物等整備事業

  住宅市街地総合整備事業

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 1,409 1,409 1,409 0 1,409 …A

提案事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

栗山町 直 16基/7箇所 R1 R3 R1 R3 12 12 12 12

栗山町 直 127㎡ Ｈ30 R4 Ｈ30 R4 83 83 83 83

栗山町 直 2箇所 R4 R4 R4 R4 2 2 2 2

合計 97 97 97 0 97 …B

合計(A+B) 1,506

0.4

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間

交付対象事業費 1,506 交付限度額 602.4 国費率

町道双葉通り

町道栄町通り

栗山駅南公園

交付期間内事業期間
細項目

町道中央4線

町道菊水通り

町道中央1号線

町道元町通り

ＭＡＲＯＮプラザ改修整備

案内板整備

町道中央15線

町道栄町通り

町道中央1線

新町通

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

細項目

地域創造
支援事業

スマートウエルネス整備 栗山駅南公園内　外6箇所

放送施設整備 ＭＡＲＯＮプラザ内

まちづくり活
動推進事業

新町通バスシェルター整備 新町通

事業活用
調査

統合した�／�を記入してください

変更後



（参考）都市構造再編集中支援事業関連事業

直轄 補助 地方単独 民間単独 開始年度 終了年度

合計 0

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度
北海道 - 467m ○ Ｈ30 R4 993

栗山町 国交省 5棟31戸 ○ R2 R4 670

栗山町 国交省 1棟8戸 ○ R5 R6 150

栗山町 - 6,679㎡ ○ R4 R4 52

栗山町 - - ○ R1 R4 41

栗山町 内閣府 800㎡ ○ Ｈ30 R1 114

栗山町 2,500台 ○ R3 R4 27

合計 2,047

事業期間
全体事業費事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

（いずれかに○）

（いずれかに○） 事業期間
全体事業費

3・4・8新町通街路事業 中央1,2丁目

町営中央新町団地建替え事業 中央1丁目

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模

若者チャレンジ支援住宅整備 中央2丁目

放送施設整備

町営中央団地建替え事業（単身者） 中央2丁目

新婚・子育て定住促進住宅地整備事業 中央1丁目

地域おこし活動推進事業 中央1,2,3丁目



都市再生整備計画の区域 様式（１）-⑥

　栗山町中心市街地地区（北海道栗山町） 面積 40 ha 区域 中央1丁目、2丁目、3丁目の一部

栗山町中心市街地地区
４０ｈａ



区域内居住人口 （　人　） 1,120 （R4ｺｰﾎｰﾄ法） → 1,190 （R4栗山町人口ﾋﾞｼﾞｮﾝ）

住環境の満足度 （　％　） 77.6 （H25年度） → 82.1 （R4年度）

区域内ウォーキング者数 （　人　） 110 （H27年度） → 116 （R4年度）

区域内施設の利用者数 （　人　） 30,000 （H27年度） → 41,200 （R4年度）

　栗山町中心市街地地区（北海道栗山町）　整備方針概要図（都市再生整備計画事業）

目標 栗（マロン）と浪漫（ロマン）が健幸を織りなすコンパクトシテイの実現
代表的な

指標

基幹事業

提案事業

関連事業

凡 例

様式（１）-⑦-２

■ 基幹事業
道路

町道元町通り

○ 関連事業

・町営中央新町団地建替え事業

○ 関連事業

・若者チャレンジ支援住宅整備事業

■ 基幹事業

公園

栗山駅南公園

□ 提案事業

地域創造支援事業

放送施設整備

■ 基幹事業
道路

町道菊水通り

○ 関連事業

・新婚・子育て定住促進住宅地整備事業

■ 基幹事業

道路

町道中央1号線

■ 基幹事業

高質空間形成施設（植栽・緑化施設。照明施設等）

町道中央1線

■ 基幹事業
高質空間形成施設（緑化施設等）

町道中央15線

■ 基幹事業

道路

町道中央4線

○ 関連事業

・地域おこし活動推進事業：区域全域

○ 関連事業
・3・4・8新町通街路事業

■ 基幹事業
地域生活基盤施設（情報板）

案内板整備：N=5基

□ 提案事業
地域創造支援事業

スマートウエルネス整備：N=16基

■ 基幹事業

既存建造物活用事業（高次都市施設）

ＭＡＲＯＮプラザ改修整備

■ 基幹事業

高質空間形成施設（照明施設）

新町通

■ 基幹事業
道路
町道双葉通り

○ 関連事業

・町営中央団地建替え事業（単身者）

■ 基幹事業

道路

町道栄町通り

高質空間形成施設（照明施設）

町道栄町通り

○ 関連事業
・放送施設整備

□ 提案事業

地域創造支援事業

新町通：バスシェルター整備 N=2箇所



様式（２）-①

都市再生整備計画の添付書類等

交付対象事業別概要

栗山町
くりやまちょう

中心
ちゅうしん

市街地
しがいち

地区
ちく

　（北海道
ほっかいどう

栗山町
くりやまちょう

）



様式（２）-②

栗山町中心市街地地区（北海道栗山町）　現況図



交付限度額算定表（その１） 栗山町中心市街地地区　（北海道栗山町） 様式（２）-③

各事業の交付要綱に掲げる式による交付限度額の合計（X） 百万円 規則第16条第1項に基づく交付限度額（Y) 7,185.0 百万円 本計画における交付限度額 602.4 百万円

規則第16条第１項に基づく限度額算定

Ａｕ ㎡ Ａｐ 102300 ㎡ ○ 住宅施設 1,270,590,000 円
公共施設の上限整備水準 公共施設の現況整備水準 建設予定戸数（戸） 超高層

区域面積（㎡） 整備水準が明らかになっている類似市街地等からの推定 一般 41
推定現況整備水準(小数第２位まで) 合計 41
推定公共施設面積（㎡） 0 標準整備費（円/戸） 超高層 一般

北海道特別地区 41,310,000 33,500,000
個別公共施設の積み上げ ○ 北海道一般地区 38,190,000 30,990,000

面積（㎡） 割合 特別地区 49,120,000 35,690,000
道路 85,100 0.21 大都市地区 37,170,000 30,180,000
公園 13,300 0.03 多雪寒冷地区 41,510,000 32,370,000
広場 3,900 0.01 奄美地区 39,520,000 35,640,000

Ｃｌ 円/㎡ 緑地 - 沖縄地区 30,280,000 30,280,000
単位面積あたりの標準的な用地費 公共施設合計 102,300 0.26 一般地区 33,700,000 28,640,000

標準地点数
公示価格の平均値（円/㎡） Cnを考慮しない場合の交付限度額（Y1) 6550 百万円 市街地再開発事業による施設建築物 0 円

単位面積あたりの標準的な補償費 施設建築物の延べ面積（㎡）
当該区域内の戸数密度（戸/㎡） 標準共同施設整備費（円/㎡） 132,000
標準補償費（円/戸） ∑Ｃｎ 1,270,590,000 円

下水道 0 円 電線共同溝等 0 円
区域面積（㎡） 400,000 電線共同溝等延長（ｍ）

Ｃf 円/㎡ うち現況の供用済み区域面積（㎡） 標準整備費（円/ｍ） 680,000
標準整備費（円/㎡） 3,600

人工地盤 0 円
控除額 百万円 0 円 人工地盤の延べ面積（㎡）
まちづくり交付金とは別に国庫補助事業等により整備する施設 上限床面積（㎡） 9,400 標準整備費（円/㎡） 5,300,000

標準整備費（円/㎡） 392,000
協議して額を定める大規模構造物等 0 円

調整池 0 円 大規模構造物等 協議状況 整備費（円）
調整池の容積（ｍ3）
標準整備費（円/ｍ3） 140,000

河川 0 円
河川整備延長（ｍ）

合計 0 標準整備費（円/ｍ） 3,700,000 Ｃｎを考慮した場合の交付限度額（Y2) 7185 百万円

各事業の交付要綱に掲げる式による交付限度額（活用する交付金の欄のみご記載ください。）
＜都市構造再編集中支援事業＞

百万円

＜都市再生整備計画事業＞
602.4 百万円

＜まちなかウォーカブル推進事業＞
百万円

602.4 X≦Yゆえ、

180,000

400,000

当該区域
の特性に
応じて国
土交通大
臣が定め
る割合

区域の面積が10ha未満の地区 0.50

○ 近の国勢調査の結果による人口集中地区内 0.45

その他の地域 0.40

170,400

1
12,000

0.001
44,000,000

23,000

1,927 地域交流センター等の公益施設（建築物）

施設名（事業名） 面積（㎡）
国庫補助事業
費等（百万円）

3・4・8新町通街路事業 993
町営中央新町団地建替え 820
若者チャレンジ支援住宅 114

1927

交付限度額(X1)

交付限度額(X2)

交付限度額(X3)

変更後



交付限度額算定表（その２）（都市再生整備計画事業） 様式（２）-④-２

交付要綱に掲げる式による限度額算定（詳細）
※水色のセルに事業費等必要事項を入力して下さい。（事業費の単位：百万円）
○交付対象事業費

基幹事業合計（A） 1,409.000 A （事業費） １）式で求まる額（4/10*(A+B)） 602.400 ① （国費）
提案事業合計（B） 97.000 B （事業費） ２）式で求まる額（5/9*A） 782.778 ② （国費）
合計(A+B) 1,506.000 （事業費） 上記①、②の小さい方 602.400 ③ （国費）
提案事業割合(B/(A+B)) 0.065 国費率（③÷(A+B)） 0.400 ④ （国費率）

○拡充の有無
以下の２つの拡充のうち、いずれかの拡充がある場合は、該当する欄に○を入力。

（選択） ⇒ ３）式で求まる額（5/8*A） 0.000 ⑤ （国費）
（選択） ３)式の適用後（適用がある場合は３式反映） 602.400 ⑥ （国費）

３）式適用後の国費率（⑥÷(A+B)） 0.400 ⑦ （国費率）

○４）式の適用がある場合の事業費等
４）式の適用がある場合は、以下に事業費等を入力。

F （事業費） 適用前の国費率※ ⑧ （国費率）

0.000 （事業費）

適用対象となる基幹事業合計(A") A" （事業費） 適用対象事業費から求まる限度額 0.000 ⑨ （国費）
適用対象となる提案事業合計(B") B" （事業費） 適用後の国費率（⑨÷(A"+B")） #DIV/0! ⑩ （国費率）
適用対象事業のうち翌年度以降の執
行事業費（H）

H （事業費） ４）式適用後の限度額（⑧×F+⑩×H） #DIV/0! ⑪ （国費）

交付限度額 602.400 ⑫ （国費）

○交付限度額、国費率

交付対象事業費(A+B) 1,506.0 （事業費）
交付要綱に基づく交付限度額
（⑫を１万円の位を切り捨て）

602.4 ⑬ （国費）

国費率 0.400 ⑭ （国費率）

※本シートについて、各自治体が交付限度額を算出する上での参考として添付しているものです。事業毎に状況が異なりますので、各自治体の責任において適切に交付限度額を算出す
るようお願いいたします。

交付対象事業費
⇒

・３）式の適用〔提案事業枠２割拡充〕
・４）式の適用〔都市再生緊急整備地域等の国費率４５％拡充〕

４）式の適用を受ける
場合

計画の認定等の年度末までの執行事業
費（F）

⇒
適用対象となる交付対象事業費(A"+B")

※計画認定日の属する年度の年度末における1)式から3)式を適用して算出した
　 交付限度額を交付対象事業費の事業費で除した値

※都市再生整備計画事業の当初から４）式の適用を受ける場合は、Fの欄を記入せず、
    A"、B"を記入し、A"=A、B"=B、H=A"+B"=A+Bとなる。

⇒



年次計画（都市再生整備計画事業） 様式（２）-⑤-２

（事業費：百万円）

基幹事業

交付対象 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費

道路 栗山町 303 6.5 8.1 132.0 156.7

道路 栗山町 66 2.9 63.1

道路 栗山町 80 8.1 42.2 29.8

道路 栗山町 145 5.6 138.9

道路 栗山町 87 4.4 28.3 54.4

道路 栗山町 100 99.7

公園 栗山町 46 4.4 12.0 30.0

古都保存・緑地保全等事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設 栗山町 4 4.0

高質空間形成施設 栗山町 13 13.0

高質空間形成施設 栗山町 12 11.5

高質空間形成施設 栗山町 36 36.1

高質空間形成施設 栗山町 19 19.0

高次都市施設 地域交流センター

観光交流センター

まちおこしセンター

ワーケーション拠点施設

子育て世代活動支援センター

複合交通センター

栗山町 498 38.1 99.4 16.7 342.0 1.9

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

バリアフリー環境整備促進事業

優良建築物等整備事業

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

計 1,409 70.0 253.1 232.9 827.9 24.9

提案事業

交付対象 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

事業費

栗山町 12 4.6 7.2

栗山町 83 3.8 9.4 1.6 37.4 31.2

栗山町 2 2.0

計 97 3.8 14.0 1.6 44.6 33.2

合計 1,506 73.8 267.1 234.5 872.5 58.1

累計進捗率　（％） 4.9% 22.6% 38.2% 96.1% 100.0%

交付対象 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度

事業費

0 0 0 0 0 0

累計進捗率 （％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

全体 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度 令和　　年度

事業費

0 0 0 0 0 0

累計進捗率 （％） #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

事業 事業箇所名 事業主体
細項目

町道中央4線

町道菊水通り

町道中央1号線

町道元町通り

町道双葉通り

町道栄町通り

栗山駅南公園

案内板整備

町道中央15線

町道栄町通り

町道中央1線

新町通

既存建造物活用事業 ＭＡＲＯＮプラザ改修整備

住宅市街地総合整備事業

事業 事業箇所名 事業主体
細項目

地域創造
支援事業

スマートウエルネス整備 栗山駅南公園内　外6箇所

放送施設整備 ＭＡＲＯＮプラザ内

新町通バスシェルター整備 新町通

事業活用
調査

まちづくり活動
推進事業

（参考）都市構造再編集中支援事業関連事業

事業 事業箇所名 事業主体

合計

（参考）関連事業

事業 事業箇所名 事業主体

合計



道路

　都市計画道路名
又はその他道路名 区間

道路
区分

事業
主体

事業
手法 工種 延長

整備後
車線数

歩道
幅員

まち交
事業費

まち交における
事業期間 事業内容

都市計画
決定 備　　考

整備前 整備 （年度）
注１) 注２) m m m 車線 ｍ 百万円 注３） 年月 注４）

＜道路＞

町道中央4線 中央1～中央1地 町 － 改築 464 4 7.0,8.0 1 － 304 Ｈ30～Ｒ3 変則・狭小交差点の解消 － 建物補償4件172,360千円、＠246千円

町道菊水通り 中央3～中央3地 町
－

改・新 217 - 8.5,10.0 1
片2.0
片3.5 66 Ｈ30～Ｒ1 道路ネットワークの改善 － ＠270千円、280千円

町道中央１号線 中央1～中央2地 町 － 改・新 310 - 8 1 － 80 Ｈ30～Ｒ2 老朽化道路の改築 － ＠232千円

町道元町通り 中央1～中央2地 町 － 改築 457 8 8 1 － 135 Ｈ30～Ｒ3 老朽化道路の改築 － ＠283円

町道双葉通り 中央2～中央2地 町 － 改築 40 - 8 2 － 87 Ｈ30～Ｒ2 狭小道路の改築 － 建物補償2件77,300千円、＠138千円

町道栄町通り 中央2～中央2地 町
－

改築 468 8 10 1 両2.0 114 Ｒ3
変則交差点の解消
老朽化道路の改築 － ＠228千円

（参考）

＜関連事業＞

＊本調書にはｱ)交付対象事業「道路」（街路、地方道、国道、その他）、ｲ)関連事業道路のすべてを記載すること。
　　注１）＜道路＞については、街、地、国、他の別を記載。
             ＜関連事業＞については、国、主、一、市の別を記載。
　　　　　　ただし、街：街路、地：地方道（市町村道）、国：国道、主：主要地方道、一：一般都道府県道、市：市町村道、他：いずれにも該当しないもの
　　注２）＜関連事業＞について通、交、地特、単独、促の別等を記載。補足説明すべき点は備考欄に説明を記載。
　　注３）施設の構造、工法、及び地方道事業においては細工種、街路事業においては沿道区画整理型街路事業等の事業名

　 　　注４）備考には現在の道路状況を把握するために必要なその他の事項で、交通量（人／日）、混雑度等を記載
　　　　　（例）･道路改築：交通量（人／日）、混雑度等
　　　　　　　　･自転車駐車場：都市計画決定の有無、面積、利用台数等
＊不足する場合は適宜行を追加すること

幅員



現況写真①

現況写真②

道路（町道中央４線）

■事業概要
古くから新町通と駅方向を結ぶ数少な
い町道であるが、幅員が4.0mと狭い上、
東西方向で段差となっている危険な交
差点の道路のため、新町通拡幅に併せ、
改築整備を行う。

幅員 W=7.0m、延長 L=97m

②①

7.0

686

町道中央4線定規図

②①

新
町
通栗

山
駅
↓



■現況写真

道路（町道中央４線）

■事業概要
コンパクトシティに向けて、既存市街地とスマートウエルネスア
クセス道路の改善を目指し、老朽化した町道の改築整備を行う。

幅員 W=8.0m、延長 L=367m

町道中央4線定規図

8.0

2,957



■現況写真①

■現況写真②

道路（町道菊水通り）

■事業概要
町道菊水通り（通称：レンガ通り）の歩道未
整備部分と駅に通ずる部分の延伸により、自
動車のアクセスと歩行者（スマートウエルネ
ス）ネットワークを形成する路線として整備
する。

幅員 W= 8.5m、延長 L=113m
幅員 W=10.0m、延長 L=104m

②

①

町道菊水通り定規図（新設部） 町道菊水通り定規図



現況写真

道路（町道中央１号線）

■事業概要
町道中央1号線を町道栄町通りまで延伸する事により、中央1、2丁目の
自動車・歩行者交通を円滑にする路線として整備する。

幅員 W=8.0m、延長 L=39m

39
334

町道中央1号線（新設部）定規図

町
道
栄
町
通
り

町道中央1号線（新設部）



■現況写真

道路（町道中央１号線）

■事業概要
コンパクトシティに向けて、既存市街地とス
マートウエルネスアクセス道路の改善を目指
し、老朽化した町道の改築を行う。

幅員 W=8.0m、 延長 L=271m

町道中央1号線定規図

町道中央1号線



■現況写真

道路（町道元町通り）

■事業概要
コンパクトシティに向けて、既存市街地とスマートウエルネス
アクセス道路の改善を目指し、老朽化した町道の改築を行う。

幅員 W=8.0m、延長 L=457m

町道元町通り

町道元町通り定規図



■現況写真

道路（町道双葉通り）

■事業概要
中心市街地内で交通の狭隘かつ老朽化した町道の一部区間の改
築を行う。

幅員 W=8.0m、延長 L=40m

町道双葉通り

町道双葉通り定規図



■現況写真①

■現況写真②

■現況写真③

道路（町道栄町通り）

① ② ③

■事業概要
町道栄町通り沿線は栗山町唯一の飲食店街
で、新町通との段違い交差点の解消及び既
存敷地内での歩道低下舗装による老朽化し
た町道の改築を行う。

幅員 W=10.0m、延長 L=468m

334

10.0

4,330

10.0ｍ

町道栄町通り

町道栄町通り定規図



公園（都市公園補助事業採択要件外）

交付期間内事業費内訳

公園等名（*1） 種別等（*2） 事業主体（*3） 概要（面積(㎡)等） 交付期間内 設計費 用地費 施設整備費 備考（*5）

（*4） 事業費（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

栗山駅南公園 無 栗山町
条例設置公園
（6,435㎡）

46 3.5 12.9 30.0 園路、植栽等

合計 － － － 46 3.5 12.9 30.0 －

*1　公園等名ごとに１行ずつ記入。足りない場合は、適宜行を追加すること。

*2　「種別等」欄には、都市公園の種別である「街区公園」、「近隣公園」、「地区公園」、「特定地区公園」、「総合公園」、「運動公園」、「動植物公園」、「歴史公園」、「広域公園」、「レクリエーション都市」、

　 　「風致公園」、「墓園」、「緩衝緑地」、「都市緑地」、「緑道」のいずれかを記入。

　　都市公園でない場合は「無」を記入し、「概要（面積等）」欄に制度上の位置付け（条例設置公園等）を簡潔に記載。

*3　「事業主体」欄には、事業の施行者を記入。（間接交付の場合は、交付金事業者ではなく、「第三セクター」等の施行者を記入。）

*4　「概要（面積(㎡)等）」欄には、都市公園でない場合に公園としての制度上の位置づけを記入する他、計画面積（単位：㎡）等を記入すること。

*5　「備考」欄には整備する主な施設（園路、植栽、あずまや、体験学習施設等）を簡潔に記載。

*6　青色で着色してあるセルは自動計算されるので入力しないこと。



■　現況写真

公園（栗山駅南公園）

■事業概要
町民の憩いの場として、健康器具（○スマートウエルネス）や、ドック
ランを設置するほか、町民イベントのみならず地域・観光交流施設であ
るＭＡＲＯＮプラザ等と一体となったイベント開催や災害時の一時避難
地として活用できる整備を行う。

面積 A=6,435㎡（園路、植栽等）

栗山駅前駐車場

ＭＡＲＯＮプラザ
駐車場

ＭＡＲＯＮプラザ
ガーデン



地域生活基盤施設 単位：百万円

概要 交付期間内事業費内訳

交付対象施設 施設名 事業主体 （面積、幅員、 交付期間内 設計費 用地費 施設整備費 備考

（路線名等） 延長、規模等） 事業費 うち購入費

情報板 案内板 栗山町 案内板5基 4 0.4 － 3.6 3.3 ＠720千円

合計 － － － 4 0.4 - 3.6 3.3



■　案内板イメージ

地域生活基盤施設（情報板：案内板整備）

■事業概要
幹線道路の交差部を中心とし
た5箇所に主要施設、避難地、
スマートウエルネス等を表示
した案内板を設置する。

案内坂 N=5基

案内坂設置箇所



高質空間形成施設 単位：百万円
概要 交付期間内事業費内訳

交付対象施設 施設名 事業主体 （箇所数、規模等） 交付期間内 備考

事業費 設計費 用地費 施設整備費

緑化施設等（植栽・緑化施
設、せせらぎ・カスケード、カ
ラー舗装・石畳、照明施設、
給電・給排水施設、ストリート
ファニチャー・モニュメント、
土塁、堀跡等）

町道中央15線 栗山町
歩道・植樹帯
(L=201m、W=片2.0～
片6.4m)

13 2.6 1 9.4 歩・植＠46.8千円

緑化施設等（植栽・緑化施
設、せせらぎ・カスケード、カ
ラー舗装・石畳、照明施設、
給電・給排水施設、ストリート
ファニチャー・モニュメント、
土塁、堀跡等）

町道栄町通り 栗山町 街路灯　N=16基 12 － － 11.5 灯＠700千円

緑化施設等（植栽・緑化施
設、せせらぎ・カスケード、カ
ラー舗装・石畳、照明施設、
給電・給排水施設、ストリート
ファニチャー・モニュメント、
土塁、堀跡等）

町道中央1線 栗山町

歩道・植樹帯
(L=189m、W=片2.5～
片5.04m)、
街路灯　N=11基

36 2.4 － 33.7
灯＠800千円、
歩・植＠131千円

緑化施設等（植栽・緑化施
設、せせらぎ・カスケード、カ
ラー舗装・石畳、照明施設、
給電・給排水施設、ストリート
ファニチャー・モニュメント、
土塁、堀跡等）

新町通 栗山町
 歩道(L=467m、W=両
 4.5m)、
街路灯　N=20基

19 3 － 16
灯＠800千円、
 歩＠5千円

合計 － － － 80 8.0 1.0 70.6



現況写真① 現況写真②

高質空間形成施設（緑化施設等：町道中央15線）

■事業概要
既存の駅北広場散策路と新町通を結ぶ歩道、植樹帯の整備により歩
行者（スマートウエルネス）ネットワークの形成を目指す。

幅員 W=2.0m、延長 L=105m
幅員 W=6.4m、延長 L=96m

①

②
町道中央15線（高質空間形成）

新
町
通

←駅北広場散策路



■街路灯イメージ

高質空間形成施設（緑化施設等：町道栄町通り）

■事業概要
町道栄町通り沿線は栗山町唯一の飲食店街
で、昼夜を問わず人通りが多く、道路の改
築に併せて、照明施設（●）を設置し、高
質空間の形成を目指す。

街路灯 N=16基

334

10.0

4,330

10.0ｍ

町道栄町通り定規図

町道栄町通り（高質空間形成）



■現況写真

高質空間形成施設（緑化施設等：町道中央１線）

り

■事業概要
新町通と町道公園通りを結ぶ路線で、
既存敷地内での植樹帯、歩道、街灯
などの整備により、歩行者（スマー
トウエルネス）ネットワークの形成
を目指す。

幅員 W=10.0m、延長 L=116m
幅員 W=14.54m、延長 L=73m
街路灯 N=11基

町道中央１線定規図 町道中央１線定規図

新
町
通

町
道
公
園
新
通
り



■街路灯イメージ

高質空間形成施設（緑化施設等：新町通）

■事業概要
新町通の街路事業に合わせ、街路灯の整

備に
より、歩行者（スマートウエルネス）

ネット
ワークの形成を
目指す。

街路灯 N=20基



既存建造物活用事業

既存建造物の従前の用途・活用の必要性等

地域生活基盤施設 単位：百万円

交付期間内事業費内訳
交付対象施設 施設名 事業主体 概要 施設整備費 備  考

（路線名等）
（面積、幅員、
延長、規模等）

設計費
購入費

移設・改築
費

高質空間形成施設 単位：百万円

交付期間内事業費内訳
交付対象施設 施設名 事業主体 概要 施設整備費 備  考

（箇所数、規模等） 設計費
購入費

移設・改築
費

高次都市施設 単位：百万円

交付期間内事業費内訳
交付対象施設 施設名 事業主体 概要 設計費 施設整備費 備  考

（面積、規模等）
購入費 賃借料

移設・改築
費

空地等整備
費

情報通信施
設整備費

制振・免震構
造化工事費

防災施設整
備費

地域・観光交流センター ＭＡＲＯＮプラザ 栗山町
レンガ造、平屋 A=507㎡
庭園 A=2,144㎡、
駐車場 A=2,483㎡

499 40.0 95.3 - 213.6 48.2 - 102.0 -

・施設名ごとに（道路は路線ごとに）１行ずつ記入。足りない場合は、適宜行を追加すること。
・「事業主体」欄には、事業の施行者を記入。（間接交付の場合は、交付金事業者ではなく、「第三セクター」等の施行者を記入。）
・その他記入上の注意は「地域生活基盤施設」、「高質空間形成施設」、「高次都市施設」のシートと同様。
・まちなかウォーカブル推進事業において、高次都市施設として「市民に開かれた民間による公共空間の提供」を行う場合は、備考欄にその旨記載すること。

交付期間内
事業費

交付期間内
事業費

交付期間内
事業費

　・既存建物の現用途はＪＡ倉庫で、生産物の仮置き場として使用されている。建物・設備は40年以上経過して老朽化が著しいが、町内にあっては「小林酒造倉庫群」と並ぶ数少ないレンガ建築物であり、加えて立地条件も良いため、町
民と来訪者が交流する施設としては最適である。また、イベント時の活用に加え地域ＦＭ局を設置し、多様な生活情報を発信するなど複合的な利用をしていく。



■　現況写真 ■レンガ倉庫（配置図）

1階部分

既存建造物活用事業（高次都市施設：ＭＡＲＯＮプラザ改修整備）

■事業概要
小林酒造倉庫群と伴に町内に残る数少ないレンガ倉庫を、地域・観
光交流センターとして再整備を図り、駅周辺の観光拠点として、ま
た地域住民のための集会施設や地域ＦＭ局として活用していく。

敷地面積 A=5,270㎡、
建物面積 A=520㎡（基幹 A=411㎡、提案 A=10㎡、共用 A=99㎡）

凡例

基幹事業分：■

提案事業分：■
共用部分：■

⑥ ③

①④

⑤

⑨
⑬

⑪

⑫

⑭

⑧

⑦

⑩

変更な



事業活用調査 ・ まちづくり活動推進事業 ・ 地域創造支援事業
（単位：百万円）

開始年度 完了年度 うち調査費 うち用地費 うち整備費 うち購入費
地域創造支援事業
（スマートウエルネス整
備）

歩行者ネットワーク沿線の公園・広場等に健康器具を
配置整備

栗山町 16基/7箇所令和1年 令和3年 12 － － 12 － 健康器具設置 ＠75万

地域創造支援事業
（放送施設整備）

ＭＡＲＯＮプラザ内に地域ＦＭ局を整備し、災害時に
は地域防災放送局としても活用する

栗山町 放送設
備、
中継塔2
箇所

平成30年 令和4年 76 5.3 3.5 61.5 5.7 放送設備、中継塔2箇所
建物 A=13㎡、庭園 A=53㎡、
駐車場 A=61㎡

地域創造支援事業
（新町通バスシェルター
整備）

新町通沿線にあるバスシェルターを整備 栗山町 2箇所 令和4年 令和4年 2 － － 2 － バスシェルター 2箇所 ＠100万円

事業費の主な使途概要 その他事業名 事業概要 事業主体 規模
交付期間内事業期間 交付期間内事業費



■健康器具（ベンチ）イメージ

　

地域創造支援事業（スマートウエルネス整備）

■事業概要
歩行者ネットワークの沿線にある7箇所の公園・広場等に16基の
健康器具（ベンチ）を配置し、町民の健康増進を図る。

健康器具 N=16基/7箇所

凡例（実線：整備済、破線：未整備）

新町スマートウエルネスルート



■レンガ倉庫（配置図）
1階部分

■現況写真

地域創造支援事業（放送施設整備）

■事業概要

ＪＡレンガ倉庫を活用したＭＡＲＯＮプラザ内に、地域ＦＭ局を設置し多用な生活情報を発信する。

また、災害時には地域防災放送局として対応する。

建物面積 A=520㎡（基幹 A=411㎡、提案 A=10㎡、共用 A=99㎡）
中継塔 N=2基

凡例

基幹事業分：■

提案事業分：■
共用部分：■

⑥
③

①
④

⑤

⑨
⑬

⑪

⑫

⑭

⑧

⑦

⑩



■中継塔

地域創造支援事業（放送施設整備）

中継塔№1（桜丘1丁目）

中継塔№2（字継立）



■バスシェルターイメージ

地域創造支援事業（新町通バスシェルター整備）

■事業概要
新町通の街路事業に合わせ、沿線に
バスシェルター（●）を整備する。

バスシェルター N=2箇所



施設（高次都市施設・誘導施設）必要性（既存建造物活用事業）

事業の熟度 改修等 ○ 購入 ○

従前施設の主な用途

従前施設の建設年

○

○

○

○

必要性等

　小林酒造倉庫群（国登録文化財）と伴に町内に残る数少ないレンガ倉庫は駅周辺の観光拠点である。また、イベン
トホールや交流スペース等が中心市街地活性化のために必要である。

利用見込み

　区域内には観光案内施設として「栗夢プラザ」があり、新施設（ＭＡＲＯＮプラザ）との連携により区域内施設利用者
数の増加を目指す。また、栗山町の三大イベントである春の「くりやま老舗まつり」、夏の「くりやま夏まつり」、人口の
10倍以上の15万人近くの来場者がある秋の「栗山天満宮例大祭」による駅周辺への回遊性の効果も期待される。

年間　11,200　人

交流スペース、会議室、調理室、事務室等支援対象

ハコモノ要件

①維持管理費を算出し国に提出している

②郊外からの移転　・　統廃合　・　他施設との合築　・　個別施設計画・ＰＲＥ活用計画への明確な位置付け

③三位一体改革で税源移譲対象となっていない

④他省庁の補助制度がない　※他省庁へ補助制度がないことを確認すること。

1960年（昭和35年）

従前施設の耐震性能 1950年建築基準法制定以後の建築物であり、「旧耐震」建築物となる。

地域・観光交流センター
　・期待される役割
　　イベントホールや交流スペースが整備されることにより観光拠点となる。

新施設の主な用途

維持管理費（人件
費含む） 25,500千円／年

事業期間 Ｈ30年～Ｒ4年

年度計画(百万円)
Ｈ30：38.1（設計・購入）、Ｒ1：99.4（設計・購入・空き地等整備）、
Ｒ2：16.7（設計）、Ｒ3：342.0（改築）、Ｒ4：1.9（空き地等整備）

概略設計済み

倉庫

施設の名称 MARONプラザ

事業費（百万円） 498.0 延べ床面積（㎡） 520（基幹：411、提案：10、共用：99）

都道府県 北海道 市町村 栗山町

地区名 栗山町中心市街地地区


